












































































懸念されている．この問題は，2009 年 4 月








































は 1994 年 4.8 兆元から 2008 年 30.0 兆元と
約 6 倍の規模に，また輸出入総額は 1994
年 2,366.2 億ドルから 2 兆 5,632.6 億ドルと
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表 2 対中直接投資 （実行ベース，フロー，億ドル） 
2000  2008  順
位 国名 投資額 シェア 国名 投資額 シェア 
1  香港 167.2 35.7%香港 410.4 44.4% 
2  英領ヴァージン諸島 50.4 10.8%英領ヴァージン諸島 159.5 17.3% 
3  米国 44.3 9.5%シンガポール 44.4 4.8% 
4  日本 43.5 9.3%日本 36.5 4.0% 
5  台湾 29.8 6.4%ケイマン諸島 31.4 3.4% 
6  韓国 21.5 4.6%韓国 31.4 3.4% 
7  シンガポール 21.4 4.6%米国 29.4 3.2% 
8  ドイツ 12.1 2.6%サモア 25.5 2.8% 
9  ケイマン諸島 10.7 2.3%台湾 19.0 2.1% 
10 英国 10.5 2.2%モーリシャス 14.9 1.6% 
  合計 468.8 100.0%合計 924.0 100.0% 
出所）中国対外経済貿易年鑑 
 
表 3 中国の対外直接投資 （申告ベース，億ドル） 
  2008 年フロー 2008 年末ストック 
  国名 金額 シェア 国名 金額 シェア 
1 香港 386.4 69.1%香港 1，158.5 63.0% 
2 南アフリカ 48.1 8.6%ケイマン諸島 203.3 11.0% 
3 英領ヴァージン諸島 21.0 3.8%英領ヴァージン諸島 104.8 5.7% 
4 オーストラリア 18.9 3.4%オーストラリア 33.6 1.8% 
5 シンガポール 15.5 2.8%シンガポール 33.3 1.8% 
6 ケイマン諸島 15.2 2.7%南アフリカ 30.5 1.7% 
7 マカオ 6.4 1.2%アメリカ 23.9 1.3% 
8 カザフスタン 5.0 0.9%ロシア 18.4 1.0% 
9 アメリカ 4.6 0.8%マカオ 15.6 0.8% 
10 ロシア 4.0 0.7%カザフスタン 14.0 0.8% 
  合計 559.1 100.0%合計 1,839.7 100.0% 
出所）2008 年度中国対外直接投資統計広報 pp.27-38 
 
また，近年は中国国内企業の外国進出も
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 出所）中国統計年鑑 
 
表 5 財政債務発行残高（億元） 
  発行残高     発行残高の GDP 比 
    内国内 内国外   
2006 32,614.11 31,848.59 765.52 15.4%
2007 35,015.26 34,380.24 635.02 13.6%
2008 52,074.65 51,467.39 607.26 17.3%
出所）中国統計年鑑 
 



































































































































表 9 税制の国内外統一 
中国人向け 外国人向け 統一後の税制 






























































109 条（関連者），第 110 条（独立企業間価
















































































































































注目されるようになっている．2009 年 4 月





















2009 年 4 月 2 日のロンドンサミットではタ
ックス・ヘイブンに対する規制の強化が議
論された．これを受けて，OECD は 2009
年 4 月 2 日に”A PROGRESS REPORT ON 
THE JURISDICTIONS SURVEYED BY THE 






ICCS Journal of Modern Chinese Studies Vol.2 (1) 2010 
IMPLEMENTING THE 

















2009 年 4 月 2 日に公開されて以降順次アッ
プデートされており，直近のものは 12 月
10 日に更新されている．これをまとめたも















表 10 OECD 報告書「国際的に合意されている租税基準の受け入れ状況に関するリスト」 
2009 年 4 月 2 日版 
国際的に合意されている租税基準を実質的に導入している国・地域 40カ国・地域
アルゼンチン ドイツ 韓国 セーシェル
オーストラリア ギリシャ マルタ スロバキア
バミューダ ガーンジー島 モーリシャス 南アフリカ
カナダ ハンガリー メキシコ スペイン
中国 アイスランド オランダ スウェーデン
キプロス アイルランド ニュージーランド トルコ
チェコ マン島 ノルウェー アラブ首長国連邦
デンマーク イタリア ポーランド イギリス
フィンランド 日本 ポルトガル アメリカ
フランス ジャージー島 ロシア連邦 米領ヴァージン諸島
国際的に合意されている租税基準の導入を確約しているものの、未だ実質的に導入していない国・地域
タックスヘイブン 30カ国・地域
アンドラ 英領ヴァージン諸島 マーシャル諸島 セントルシア
アンギラ ケイマン諸島 モナコ セントヴィンセント・グレナディーン
アンティグア・バーブーダ クック諸島 モントセラト サモア
アルバ ドミニカ ナウル サンマリノ
バハマ ジブラルタル 蘭領アンティルス タークス・カイコス諸島




オーストリア ブルネイ グアティマラ シンガポール
ベルギー チリ ルクセンブルク スイス
国際的に合意されている租税基準の導入を確約していない国・地域 4カ国・地域
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2009 年 12 月 10 日版 
国際的に合意されている租税基準を実質的に導入している国・地域 59カ国・地域
アルゼンチン エストニア ジャージー島 サンマリノ
アルバ フィンランド 韓国 セーシェル
オーストラリア フランス リヒテンシュタイン シンガポール
オーストリア ドイツ ルクセンブルク スロバキア
バーレーン ジブラルタル マルタ スロベニア
バルバドス ギリシャ モーリシャス 南アフリカ
ベルギー ガーンジー島 メキシコ スペイン
バミューダ ハンガリー モナコ スウェーデン
英領ヴァージン諸島 アイスランド オランダ スイス
カナダ インド 蘭領アンティルス トルコ
ケイマン諸島 アイルランド ニュージーランド アラブ首長国連邦
中国 マン島 ノルウェー イギリス
キプロス イスラエル ポーランド アメリカ




アンドラ クック諸島 モントセラト セントルシア
アンギラ ドミニカ ナウル セントヴィンセント・グレナディーン
アンティグア・バーブーダ グレナダ ニウエ サモア
バハマ リベリア パナマ タークス・カイコス諸島
ベリーズ マーシャル諸島 セントクリストファー・ネイビス ヴァヌアツ
その他金融センター 7カ国・地域
ブルネイ コスタリカ マレーシア ウルグアイ
チリ グアティマラ フィリピン
国際的に合意されている租税基準の導入を確約していない国・地域 0カ国・地域
出所）OECD, ”A Progress Report on the Jurisdictions Surveyed by the OECD Global Forum in 
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3 劉佐（2009）110-111 ページ． 
4 劉佐（2009）82 ページ． 
5 マイクロソフトは，アイルランドにその無
体資産の大半を移転することで税負担を回
避している．Glenn R. Simpson. （2005, 
November 7）. Wearing of the Green: Irish 
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Journal  （Eastern Edition）, p.A.1. 
6 中村弘（2006）104 ページ． 
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